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はじめに

賃金について
そろそろ議論
すべきではないか

　2017年から2018年にかけて、少なからぬ上場企業が

最高益を記録するなど、企業の好業績が続いている。だ

が、そのなかにあって、企業の賃上げの足取りは鈍い。

人手不足感が強まり、賃上げ傾向ではあるが、その中身

をつぶさに見ると、賃上げ幅が大きいのはもともと水準

の低かった短時間労働者や若手層が中心であり、また、

増えているのは賞与のみという会社も少なくない。所定

内給与の伸びは依然として低い水準であり、人々の実感

も「豊かになっている」とはほど遠いもののようだ。

　デフレからの脱却を目指す安倍政権からの賃上げ圧力

は強くなっている。マクロ的に見ればデフレ脱却を目指

すことに異論はないが、それぞれの企業単体の賃金政策

い
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金
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なっており、グローバル環境下での優秀な人材の採用は

困難を極めている。

　優秀な人材の採用のためだけならば、その人材に対し

て資格等級制度上、例外的な処遇をするという解決策が

ないわけではないが、日本企業の制度設計のなかではそ

れすら難しい場合も多い。そして、一握りの優秀人材に

手厚く報いるだけでは企業は回らない。分厚い中間層を

含めた社員全員のエンゲージメントを高め、意欲高く働

いてもらうためには、誰にどう分配するかを検討する必

要がある。今求められる“いい賃金”とはどのようなもの

か、専門家と企業の事例を通じて探究すること、それが

本特集の目的である。 本誌編集／入倉由理子

というミクロな視点では、国際競争が激しくなり先行き

が不透明な状況にあって、企業が賃上げを渋るのには一

定の理があるように思える。しかし、このままでいいの

かといえば決してそうではない。賃上げを抑制してきた

ことによって、既に問題が顕在化してきている。

　１つは、社員の満足感の低下である。働く側からする

と、上げた利益に対して適切な分配を受けていないとい

う感覚が強まれば、「いくら頑張っても同じだ」と、働く

意欲が低下しても不思議ではない。また、長期にわたっ

て賃上げをしてこなかったために、日本企業の賃金水準

は国際的に見て低下している。欧米企業はもちろん、ア

ジアの企業と比しても人材獲得競争に劣後する状況に
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――まずは、現状の賃金制度につい

て教えてください。

食品：伝統的な日本のメーカーの賃

金体系です。非管理職の間は職能給

がメインで、給与は基本的に減るこ

とはなく、管理職になれなければ一

定の年齢で頭打ちになります。管理

職になると役割給に変わり、役割の

大きさによって、また成果によって

上下する仕組みです。

機械：全員年俸制ですが、一般職層

は職能給をベースにしているために

年功的な運用となっています。基本

的には毎年、少しずつですが上がっ

ていきます。属人的な各種手当がま

だ残っているため、そこは今後変え

る方針です。

小売：職能ごとの賃金グレードが

セットされています。賃金グレード

は柔軟であり、中途採用の人材を見

合った給与で処遇できるようにして

います。グレードの上のほうに格付

けされる人が増えています。

――社員は今の賃金に納得していま

すか。

食品：人事には不満は聞こえてきま

せん。もちろん社員の納得は大切だ

と思います。ただ、社員は賃金の額

や制度に納得するのではなく、納得

感のある仕事、環境であれば、どの

ような賃金でも受け入れるのではな

いかと考えています。

機械：そうですね。ただ、賃金の額

は他者からの評価です。一般に他者

からの評価よりも自己評価のほうが

2割増しくらいで高いもの。他者か

らの評価を納得することなど、あま

りないのではないでしょうか。だか

ら、100パーセントの納得感を得る

ことはあきらめたほうがいい。

――では、今顕在化している課題は

ありますか。

食品：成果や頑張りに報いたいと

思っても、日本企業では賃金に大幅

な上下や差をつけられません。賃金

制度のルールがものすごく細かいた

めです。ただ、そのルールがあれば、

たとえ不満が出たときでも説明責任

を果たせます。言ってみればルール

を盾にとって、人事や上司がサボっ
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ている、ということでもあります。

機械：確かにそういう面はあります。

かつて当社がオーナー企業だった時

代は、よくも悪くもオーナーの一存

で、高い貢献をしてくれた人に特別

に高い報酬を提示することもありま

した。オーナー企業ではなくなった

今、人事は説明できないからそうい

うことはやりません。

食品：中途採用で、当社が提示する

金額では欲しい人が採れないという

ことはもちろんありますよ。海外で

は特に顕著で、危機感もあります。

ただ一方で、海外の企業並みの高い

報酬を提示してまで採りにいくのか、

といわれれば今のところそこまでは

やりません。

小売：当社の場合、本当に必要であ

れば、外資系のコンサルタント出身

というような高い報酬を必要とする

人材も採用しにいっています。ただ、

そんなにしてまで採用しなくてはな

らない人はほんの少数。大多数の人

は、モデレートな賃金体系のなかで

も一生懸命働いています。賃金の二

極化の時代といえるかもしれません。

――大多数の層に対しては、何をす

べきだと考えていますか。

機械：優秀な人には高い報酬を払う

が、そのときに大切なのは、いわば

その人たちを“使いまくる”意識です。

高い報酬に対して厳しい成果を求め

る、ということです。そうやってこ

そ、お互いに満足する関係を築ける

でしょう。一方で、大多数の人々は

そんなことを望んでいないと思いま

す。学生に会っても、「今何をやり

たいかわからない。会社でゆっくり

経験を積みたい」という人がほとん

どです。日本の教育の問題もあって、

これがすぐに変わるとは思えません。

ですから、会社がそういう人材を

じっくり育てる受け皿になっておく

必要があります。

小売：仕事内容と働き方、賃金がリ

ンクしているのがいちばんいい。そ

して、大事なのは、本人がどのよう

な仕事内容と働き方、賃金のセット

かを選べることだと思います。ただ、

そのためには個人個人が自律した大

人でなければなりません。今は会社

によりかかっている社員が少なくな

い。会社はそういう人の面倒も見な

くてはいけなくなっています。

食品：男性が働き、女性が家庭に入

る、というモデルは既に崩壊し、個

人の生き方や働き方は多様化してい

るのに、国も会社の制度もその変化

に追いついていません。賃金も、か

つての標準家庭を前提とした制度を

変えなければなりません。

機械：普通の日本人がそこそこ働い

て、豊かに暮らせる賃金モデルが必

要です。ただ、そのモデルでは、老

若男女誰もが働くことが前提です。

夫1人が働くモデルでは少なくても、

夫婦で働けばそれなりの金額になり

ます。そして、仕事以外の豊かな時

間を過ごせる。そんなありようが求

められていると思います。

◆

　大手企業にとっては、現状の制度

のなかで優秀な人材に見合う処遇を

どう実現するのか、一方で、大多数

の人が安心して働ける賃金制度をい

かにつくるか、ということが課題の

ようだ。このような課題意識の背景

にある賃金の現状を見ていこう。
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　まず、国際的に見た日本企業の賃

金水準の高低を確認しておきたい。

OECDの平均賃金の国際比較データ

を見ると、日本は18位である（左図、

購買力平価調整後）。上位3位を占

めるのは金融産業などで豊かな、人

口1000万人以下の小国だが、米国、

ドイツ、フランス、英国など先進国

といわれる国々も軒並み日本より上

位に並ぶ。「主要国との賃金格差が

発生する原因は、日本企業と日本で

展開する外資系企業の賃金格差の発

生原因と同様です」と話すのは、

マーサージャパン執行役員の白井正

人氏だ。右ページの図はマーサーの

総報酬サーベイをもとに作成された

ものだ。縦軸は年収、横軸は役割の

大きさを表す。大手日本企業では、

課長は約1000万円、部長は約1500

万円というのがざっくりとした水準

だ。対して外資系企業では課長は

1250万円、部長は2000万円。同程

度の役割サイズで比較した場合、外
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先進諸国のなかでも
日本企業の
賃金水準は低い

日本企業の賃金を
取り巻く現状
日本企業の賃金は高いのか、低いのか。上がっているのか、いないのか。
データによって現状を確認し、その背景にあるものを専門家に聞く。

平均賃金の国際比較

出典：『OECD主要統計』（2017年、国によっては直近のデータ）

（米ドル）
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資系企業のほうが2 ～ 3割、給与が

高い。この差は何によって生まれる

のか。白井氏は、「賃金を決めるベー

スとなる考え方が異なっているた

め」と説明する。

内部労働市場に閉じた
日本企業の賃金体系

「外資系企業の賃金は、外部労働市

場との見合いで決まります。このポ

ジションの人を今、外部から採用し

たらどれくらいの給与水準かという

見立てが賃金の決定要因となります。

優秀な人材や希少なスキルを持つ人

材の場合は取り合いが起こり、需給

バランスが崩れる。すると賃金は高

ブレする傾向になります」（白井氏）

　一方、日本企業が賃金を決めると

き、「重視するのは常に内部の公平

性」（白井氏）だ。「新卒一括採用で

同じスタートラインに立たされ、そ

の後も年次の横並びで管理されるこ

とを前提としているため、昇進や昇

格によって多少の差がつくとしても、

極端に誰かの賃金が高い・低いとい

うことが許容されないのです」（白

白井正人氏
マーサージャパン
執行役員
組織・人事変革コンサルティング
日本代表　パートナー

小野 浩氏
一橋ビジネススクール
国際企業戦略専攻　教授

井氏）

　もう１つの背景として、日本企業

では「企業内特殊能力が評価される」

ことを指摘するのは、一橋ビジネス

スクール教授、小野浩氏だ。「企業

内特殊能力を重視するため日本企業

の人材育成は、入社後の社内育成が

主軸となります。新卒の時点ではほ

とんど仕事の能力を持たない人材を、

企業が教育投資して育てるのです。

投資のためのお金がかかっている分、

特に若年のうちは給与が低く抑えら

れるというわけです」（小野氏）

　たとえば米国では、職業スキルを

伸ばすために投資する責任を持つの

は個人だ。「米国では、その人の持

つ市場価値が賃金に直結します。市

場価値を高めるための投資は個人が

行い、投資されて付加価値がついた

人材を企業が買うという構図になる

ため、賃金が高くなる傾向にあるの

です」（小野氏）

日本企業と
外資系企業の
役割別報酬水準

出典：マーサー総報酬サーベイ (2017)
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　では、経年で見たときの賃金の変

化はどうか。

　バブル期の1980年代後半から90

年代はじめまで、賃金は毎年5％前

後の増加を実現していた。確かに物

価も年々上昇していた時期ではある

ものの、働く人々にとって“給与は

毎年上がるもの”だったことは間違

いない。

　しかし1995年以降、“給与はほと

んど上がらないもの”になっていく。

　右の図の青い線は、男性一般労働

者の賃金の対前年増減率をグラフ化

したものだ。1995年以降、1％以上

アップした年は稀であり、減った年

もある。近年は2014年と2015年は

それぞれ1.3％、1.5％増加したが、

2016年には再び0％、2017年は0.1％

樋口美雄氏
慶應義塾大学　特任教授

日本企業の賃金は
ずっと
上がっていない

と伸びが鈍化した。

　確かにバブル崩壊以降、日本経済

は勢いを失ったものの、実際には景

気の緩やかな循環はあったし、2012

年12月に始まった景気拡大期の長さ

は戦後最長に迫っている。そのよう

ななかにあって、賃金の上昇率があ

まりにも低いとはいえないか。

　小野氏は「1990年代に感じた痛み

を繰り返したくないため、企業は人

件費を上げたがらない」と指摘する。

「賃金に年功的色合いを残す日本企

業にとって、賃金を下げることは難

しい。賃金には下方硬直性があるの

です。バブル崩壊後、賃金を下げら

れず苦しんだ経験は、景気や業績が

よくなっても賃金を上げない要因と

なっています」（小野氏）

　年間賞与の平均額だけを見ると、

2013年以降は100万円を超え続けて

いる（右ページ下図）。2018年には

夏の1人当たり賞与は前年比で4.7％

増（『厚生労働省毎月勤労統計調

査』）となり、伸び率はバブル最後

期の1991年夏（6．3％）以来、27年

ぶりの高さになるなど、足元の業績

の好調さを反映している。賞与は変

動費であり、業績が悪化すれば下げ

られるため、比較的容易に上げられ

るのだ。

モノ言う株主の増加で
労働分配率が低下

　実は“給与が上がらない”という

現象は、日本に限ったことではない。

慶應義塾大学特任教授、樋口美雄氏

によれば、「2000年代からは欧米で

も賃上げの抑止圧力が働き、労働分

配率は下がっている」という。労働

分配率はそもそも企業の利益が高く

なれば小さくなる傾向の指標ではあ

るが、今日的な低下の要因はほかに

賃金とGDPの対前年増減率

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（
％
）

賃金（男性一般労働者）

GDP 対前年 増減率

10 Works No.151  Dec 2018–Jan 2019



-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（
％
）

賃金（男性一般労働者）

GDP 対前年 増減率

–4

–3

–2

–1

0

1

2

3

4

60

70

80

90

100

110

120

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

年
間
賞
与
そ
の
他
特
別
給
与
額
（
万
円
）

G
D
P
対
前
年
増
減
率
（
％
）

もある。「デフレにより製品価格を

上げられない、と経営者が考えるよ

うになったのに加え、近年、株主資

本主義の考え方が世界的に広がりま

した。株主の発言力が大きくなり、

短期的な利益を出し、株価を高めて

配当を増やすことが求められていま

す。また、敵対的M＆Aに備えるた

めにも株価の維持が必要です。結果、

コストとしての人件費は抑制される

ことになりました」（樋口氏）

　特に、日本においてこの影響は甚

大だった。戦後の日本企業は雇用の

維持・拡大、労使の協力と協議、成

果の公正配分からなる生産性運動に

関する3原則をテコに驚異的な成長

を遂げてきた。「ところが、モノ言う

株主の増加によって、生産性を高め

利益が増えたとしても労働者への還

元の前に株主への還元や設備投資、

リスクに備えた内部留保をすべき、

という論調が高まりました」（樋口

氏） 。その結果、日本では労働分配

率がより下がる傾向にある。

賞与と
GDPの推移

出典：『賃金構造基本統計調査』（厚生労働省）

出典：『賃金構造基本統計調査』（厚生労働省）（年）

（年）
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　日本特有の事情でいえば、企業別

労働組合による労使交渉の限界が見

えてきたことも、賃金が上がらない

要因となっている。もともと企業別

労働組合では労働者側が弱くなりが

ちなところ、春闘という仕組みで各

社揃って一斉に賃上げ要求すること

で交渉力を保とうとしてきた歴史が

日本にはある。「しかし、企業間格

差が大きくなり、横並びは難しく

なったのです。優先事項である“雇

用の保証”のためには、賃金闘争は

各社の事情によって柔軟に決着させ

るしかない、ということになりまし

た」（樋口氏）。春闘がかつて持って

いた“横並び”で賃上げを実現させ

る力は失われつつあるのだ。

　しかし、「たとえ労働者全体での

平均賃金が下がっているからといっ

て、実際に一人ひとりの給与額が下

がっているとはいえない」（樋口氏）

ということも付記しておきたい。「日

本企業の多くは賃下げはしません。

平均賃金が伸びない、あるいは下

がっているのは、賃金の高い高齢社

員の引退に加え、非正規雇用者が増

えているからです。非正規の賃金は

上昇傾向とはいえ、今なお正社員よ

りも絶対額は少ない。そのため、非

正規化が進めば総額人件費は下がり

ます。日本企業の賃金が上がって見

えない要因は、ここにもあるのです」

（樋口氏）

　樋口氏の指摘の通り、同じ企業で

働き続ける個人の賃金が下がるケー

スはほとんどない。しかし、個人の

賃金が以前のようには上昇しないと

いうのもまた確かなのだ。

　マーサー作成のデータ（上図）に

よれば、50代の平均年収はこの20

年で大きく下がっている。50～54

歳では約60万円、55～59歳では90

万円近くも低下しているのだ。「成

果主義の導入が進み、年功による賃

個人の賃金が
上昇していかない

600

620

640

660

680

700

720

1997 2002 2007 2012 2017 

701

704

616

640

年
収（
万
円
） 50–54歳の平均年収

55–59歳の平均年収

50代の
平均年収の推移
出典：『賃金構造基本統計調査』のデータに基づき
マーサージャパンが作成

金アップが少なくなったことが要因

の1つだと考えられます。また、昇

格せずに一般社員のままキャリアを

終える人が出てきたことも影響して

いるでしょう」（白井氏）

　『賃金構造基本統計調査』（厚生労

働省）でも、男性・中高年層の給与

の伸びが非常に鈍い。2017年の年齢

階級別の年収の対前年増減率を見る

と、男性の20～24歳は0.7％、25～

29歳は0.9％、30 ～ 34歳は0.9％と、

わずかではあるが伸びている。一方、

40～44歳ではマイナス0.6％、45～

49歳ではマイナス1.6％、50～54歳

はマイナス0.4％と減少している。か

つての日本企業では“賃金は徐々に

（年）
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ラジアーによる定年退職の合理性上がる”ことが当たり前だったのが、

その前提が疑わしいものになってし

まっているのだ。

定年年齢が上がれば
給与カーブは緩やかに

　もともと、「日本企業の賃金体系

は若いうちはアンダーペイで、一定

の年齢を過ぎるとオーバーペイにな

るという特徴がある」と、小野氏は

話す。これは、米国の労働経済学者

エドワード・P・ラジアーが日本の

定年退職の合理性を述べた理論のな

かで指摘したものだ（右図）。

「 米 国 で は 賃 金 は 常 に、“actual 

productivity（ 実 際 の 生 産 性 ） ＝

market wage（市場賃金）”です。一

方で日本企業は社員が若いときには

企業が社員への教育投資を行うため、

貢献度よりも低い賃金を支払い、そ

の差分を中高年の、ある地点A以降

に付加するのです。そして、その差

し引きがゼロになった時点が定年、

ということです。定年制度は合理的

だ、というのがラジアーの主張です」

（小野氏）

　しかし、今、多くの企業で定年延

長や再雇用制度によって、実質的に

定年年齢が上昇している。役職定年

後や再雇用後は賃金が大きく減るも

のの、その期間の賃金が付加される

と、A地点の前と後ろのバランスは

崩れる。「バランスを取るためには、

A地点以降の給与カーブを緩やかに

するしかなく、中高年にとって給与

アップはどんどん望めないものに

なっていくのです」（小野氏）

　人手不足と社会保障費増大への懸

念は高まり、政府からも定年延長の

圧力が強くかかっている。そのため

多くの人が70歳まで働く社会になる

可能性は高い。ラジアーの理論に

則っていえば、40代以降の賃金がよ

り下がることは想像に難くない。今

後若者にとっては、新卒入社以降、

若いうちに低めの給与を我慢したか

らといって、長く働いても給与は上

がらないという、夢のない賃金体系

になるのかもしれないのだ。

⬇

 

賃
金

年齢 ➡

定
年
退
職

実際の
生産性

支払
われ
る賃
金額

A

出典：小野氏への取材をもとに編集部作成

　絶対水準が低く、ほとんど上がら

ない。このような賃金に対して、働

く人々はどのように感じているのか。

　次ページのグラフは、厚生労働省

の調査による現在の職場での満足度

従業員の
給与に対する
満足感が低い

DIである。職場の諸条件に関して

「満足している」割合から「満足し

ていない」割合を引いたものだが、

全項目のなかで最低の数値を示した

のが賃金の15.5である。

賃金の増減だけが
満足度の影響要因ではない

　リクルートワークス研究所の『全

国就業実態パネル調査』で、年収の

変化と仕事への満足度の相関関係を

調べてみた（15ページ図）。正社員

かつ同一企業に継続雇用された人の

年 収が、2016年から2017年の1年

間でどう変化したか、その人の仕事

への満足度はどう変化したかを見て

いる。20％以上年収が増加した人は

「満足度増加－低下」が1.8、5～

20％年収増加ではマイナス0.2、0～

5％年収増加ではマイナス1.8と年収

増加率が下がるにつれ、仕事の満足

度が低下する人のほうが増える。年

13Works No.151  Dec 2018–Jan 2019



とを考えれば、賃金の増減だけが満

足度に影響しているわけではないと

考えられる。

賃金に差をつけると
満足度が下がる

　金額の増減だけが賃金への不満の

原因でないならば、他者との差が原

因とも考えられる。

　明治学院大学経済学部教授、齋藤

隆志氏は、1990年から2014年まで、

約200社70万人以上の意識調査と企

業の財務データを用いて、働く人の

賃金格差に対する満足度と企業業績

を分析した。「適切な差は働く人々

の満足感や意欲を引き出すというの

が、経済学では定説となっています。

2007年以前のデータでは、この定説

通り、適切な賃金格差があることに

よって、従業員の満足度も企業業績

も上がっていたのです」と、齋藤氏

は説明する。

　予想外だったのは2008年以降の

データの分析結果である。「差があ

ればあるほど従業員の満足度は下が

り、企業の業績は差があっても変わ

らないという2007年までの結果と

の変化でした。2つの時点で、調査

対象の属性も労働組合員と変わって

いなければ、賃金格差の程度も変

わっていないにもかかわらず、です」

（齋藤氏）

　何がそのような結果をもたらした

のか。齋藤氏は、「大きな原因は成

果主義へのさまざまな意味での疑問

や失望感ではないかと考えられる」

と話す。「1990年代後半から成果主

義を導入する企業が急速に増えまし

た。そして、2000年代の半ばには、

大手企業の約8割が成果主義を導入

しているといわれるほど、一般化し

たのです」（齋藤氏）

リスクはあるのに
賃金が上がらない

　成果主義導入当初は、日本企業の

年功序列型からの移行によって、そ

の名の通り、年齢や勤続年数に限ら

ず、成果を出した人に適切に賃金が

支払われる、つまり適正化された差

の実現を期待する人が、若年層を中

心に一定数いた。これが、2007年以

前に差を受け入れる人が多かった理

由だと考えられる。

「ところが、2000年代も後半になっ

てくると、成果主義の弊害が散見さ

れるようになりました。個人業績を

上げることだけに集中する人が出て

きたり、自分の業績を伸ばすために

足の引っ張り合いが起きたり、チー
齋藤隆志氏
明治学院大学　経済学部　教授

0 10 20 30 40 50 60 70

職業生活全体

賃金

人事評価・処遇のあり方

教育訓練・能力開発のあり方

職場での指揮命令系統の明確性

労働時間・休日等の労働条件

福利厚生

職場の環境（照明、空調、騒音等）

正社員以外の労働者との人間関係、コミュニケーション

正社員との人間関係、コミュニケーション

仕事の内容・やりがい

雇用の安定性

現在の職場での満足度DI（正社員のみ）

出典：平成26 年「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（厚生労働省）

収が減少した場合には、満足度が下

がる人が顕著に増える。

　ここまでは当然と思える。しかし、

年収が微増であっても満足度が下が

ること、また年収が20％以上と大き

く増加した場合でも、満足度が減少

している人が23.0％もいること、逆

に年収が20％以上下がっても満足度

が上がっている人が21.6％もいるこ
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ムにおける業績をどうカウントする

かといった課題が見えてきたり。そ

れらに納得のいかない人々が差を縮

めたほうがいいと考えたのではない

でしょうか」（齋藤氏）

　評価やそれに基づく賃金額や増減

幅への納得感の低さも課題となった。

「営業職など、業績が目に見える仕

事以外の成果をどう測るのかという

問題や、“運”というノイズが入るこ

とも不満の材料となったのは想像に

難くありません」（齋藤氏）

　また、成果主義を導入するのであ

れば「前提として、賃金の絶対額を

上げる必要がある」と齋藤氏は言う。

「年収を500万円だと仮定しましょう。

同じ500万円でも、毎年500万円が

確実に支払われる人と、たとえ平均

が同じでも300万円になることも

700万円になることもある人では、

後者のほうが不安定な分だけ不満が

高まるのです。成果主義で成果に応

じて賃金を変化させるというのであ

れば、変動というリスクへのプレミ

アムとして賃金の絶対水準を上げな

ければ、働く人の意欲は引き出せな

いのです」（齋藤氏）

　成果主義が導入されて以降、日本

企業の賃上げ率は低空飛行が続いて

いる。「成果主義を導入した企業の

多くは、従業員の年齢が高く、成長

性が低く、外国人株主が多い企業で

す。こうした企業は短期的業績向上

とコスト削減のプレッシャーを強く

受けています。成果主義は、これら

の企業によって、人件費の圧縮の目

的で使われてしまったという側面も

あるのです」（齋藤氏）。これが人の

心理に大きく影響していると、齋藤

氏は指摘する。

他社や世界との比較で
適正な差を求める

　一方で、齋藤氏は、「差がないほう

がいいという方向への傾斜は、一時

的なものではないか」と予測する。

「賃金に対する不満は何かと聞くと、

多くの人が他人との“横並び”を気に

していることがわかります。インター

ネットやSNSで、他社との、あるい

はグローバルでの比較で、自分と同

じような仕事をしている人がどれく

らいの給与を受け取っているかは簡

単にわかるようになっています。自分

もきちんと評価されたい、頑張った

分はきちんともらいたいという人は、

今後もっと増えていくはずです」（齋

藤氏）

　内部公平性を重視する賃金システ

ムのなかにあっては、他社やほかの

国々と自分の給与を比較するという

前提がそもそもなかったが、それは

もはや崩れている。成果主義を標榜

するのであればまずは成果を明確に

定義し、正しく評価することに努め

るべきである。人々は、それを前提

とする納得のいく“差”を求めている

のだ。

年収変化と満足度の変化

出典：リクルートワークス研究所『全国就業実態パネル調査』

満足度低下 不変 増加 増加 -低下

20％以上増 23.0 52.3 24.7 1.8

5～20％増 22.6 55.0 22.4 –0.2

0～ 5％増 24.2 53.5 22.4 –1.8

0～ 5％減 24.9 54.0 21.1 –3.7

5～20％減 26.5 53.7 19.8 –6.7

20%以上減 26.9 51.5 21.6 –5.3
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　外資系企業の賃金体系の多くは、

ベース給与と賞与、それに人によっ

てはストックオプションなどの長期

インセンティブがつく、という非常

にシンプルなものです。SAPでは

“Pay for performance” つまり、貢献

度によって報酬に差をつけるという

方針のもと、成果を上げた人には

しっかり報います。同時に、透明性

を大事にしています。社員は誰でも、

今の自分がどれくらいの賃金レベル

で、次のグレードに上がると給与・

賞与はどのくらいになるのか、とい

うことを社内サイトで確認すること

ができます。対して日本企業の給与

体系は年功型が残っているため、若

いうちは低く抑える後払い型です。

手当などの種類も多く、非常に複雑

で、賃金レベルも公開していません。

　ただ、これらは善し悪しの問題で

はなく、賃金に持たせる戦略的な意

味が異なるにすぎません。外資系企

業が持たせる戦略的意味とは、“競

争力のある賃金”です。

　外資系企業では、転職を通じたス

テップアップも多いために、賃金は

「この会社にいたい」というモチベー

ションを高めるものでなければなり

ません。ですから、私たちは常に、

他社よりも“競争力のある賃金”を

提示したいと考えているのです。

同業他社をベンチマーク

　“競争力のある賃金”を目指してい

るため、常に外部のサーベイなどに

よって同業他社の賃金の動向を調べ

ています。当社の場合、業界のトッ

プ25％の水準の賃金であることが1

つの目安です。希少性が高い仕事で

あれば、当然賃金は高くなっていき

ます。20代の若手であっても高いス

キルを持ち、外部労働市場で高く評

価されているならば相応に報います。

もちろん外資系企業にも給与原資と

いう考え方はあります。“競争力の

ある賃金”を一人ひとりに提示しよ

うと思えば、人件費は当然上がって

いきます。そのため、ヘッドカウン

トに関しては非常に厳しく管理して

います。この仕事を何人でやり、い

くら払うのか。マネジャーには、与

えられた原資のなかでそれをやりく

りする権限を与えています。

「あなたをきちんと見ている」

　もう1つ、大切にしていることは、

人事やマネジャーが「あなたをきち

んと見ている」というメッセージを

送ること。賃金が高くても、それが

自分の頑張りを反映したものだと納

得できなければ、満足感が下がりま

す。評価を2年前からノーレーティ

ングに変更し、月に1回、少なくと

も四半期に1回は必ず部下と対話し

てください、とマネジャーにお願い

しています。期初に決めたゴールの

進捗、能力開発プランは実行できて

いるかなどを話すのと同時に、その

時点におけるフィードバックを伝えて

います。このようにノーレーティング

であっても、コミュニケーションを強

化しているため、期末の評価に対す

る社員の納得感は高まっています。

アキレス美知子氏
SAPジャパン
バイスプレジデント　人事戦略担当

外資系企業の賃金のリアル
外資系企業と日本企業では、賃金水準も支払い方も異なると専門家たちが指摘した。
その背景にある思想の違いは何か。外資系企業、日本企業の人事リーダーを歴任し
てきたSAPジャパン、アキレス美知子氏に聞いた。

Column：何が日本企業と違うのか
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　ここまで日本企業の賃金事情につ

いて、水準が低い、上昇していない、

満足度が低いという実態を見てきた。

そしてここに来て、賃上げの圧力が

どんどん強まっている。

　なぜ賃上げが望まれるのか。1つ

は、国からの圧力だ。国民の所得増

によって購買意欲を喚起し、デフレ

から脱却、景気浮揚という論理のも

と、安倍政権は企業に賃上げを迫る。

2018年の春闘では、“ 3％ ”という具

体的な数字まで掲げた。

「国からの圧力の有無にかかわらず、

国の未来を考えるならば企業は直ち

に賃上げすべき」と主張するのは、

小西美術工藝社代表取締役社長であ

り、『新・生産性立国論』など多く

の著作によって政策や企業経営に提

言を続けるデービッド・アトキンソ

ン氏である。「日本の労働力人口は、

2060年までに3264万人減少し、現

在の半分近くになると試算されてい

ます。労働力人口が減れば、税収は

確実に減る。税収が減れば、日本が

抱える社会保障費を払えなくなり、

国が破綻して多くの人が困窮状態に

陥ります。なんとかして税収を維持

しなければならないのです」（アト

キンソン氏）

　税収は「納税者数×所得×税率」

で変動する。これまでも所得税や消

費税の税率アップで税収を増やそう

と政府は努力を続けてきた。「しか

し、これほどに急激な労働力人口の

減少にあっては、税率を数パーセン

トアップするだけではとても追いつ

きません。もう1つの税収を増やす

方法は、人々の所得を増やす、つま

り賃金を上げることなのです」（アト

キンソン氏）

　企業単体で見れば、短期的には賃

上げは利益の低下につながる。「し

かし、この問題を看過すると、今十

分な社会保障を受けている自分の親

世代を見殺しにすることになるし、

将来的には自分の世代にも跳ね返っ

てきます。ですから、経営者は短期

的な視点を捨て、未来のために賃金

を上げるべきです。コスト上昇には、

生産性の向上で対応すればいいので

す」（アトキンソン氏）

優秀な人材を採用するには
賃金のルール変更を

　もう1つは、人材獲得競争の激化

という圧力だ。賃金が低ければ、優

秀な人材が採れない。9ページで白

井氏が指摘したように、日本の賃金

体系は内部公平性を重視した内向き

な“秩序”によって成り立っており、

外部からの賃金上昇圧力は無視する

ことができた。「この秩序が成り立つ

ためには、社員がほとんど辞めるこ

となく、事業を進めていくうえで外

部の力や、外部からの採用を必要と

しないことが重要なのです」（白井氏）

　しかし、実際には転職者も増えつ

つあり、内部労働市場と外部労働市

場の壁は薄くなっている。「そして、

急速にニーズが伸びるデジタル領域

やグローバル人材は明らかに外部に

頼らざるを得ません。そういう人材

は今、欧米やアジアを含めた獲得競

争が激化し、給与が高騰しています。

採用したければ、ルールを変えて市

場水準をにらんで高い報酬額を提示

せざるを得ないのです」（白井氏）

　どうやら賃金は、このまま触らず

においておくというわけにはいかな

い課題のようだ。だが、何らかの手

を入れるとするならば、企業にとっ

て、そして働く人々にとって“いい

賃金”にしていきたい。次ページか

ら“いい賃金”を実践する5つの事例

を見ていこう。

デービッド・アトキンソン氏
小西美術工藝社　代表取締役社長

「賃上げ圧力」
という
変化の兆し
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ここからは、“いい賃金”のありようを探るため、賃上げをしたり、
賃金の決め方や分配の仕方を工夫したりする企業の事例を紹介する。
会社と働く人にとって、何が“いい賃金”なのか。そして、なぜそのように感じられるのか。

　来春の労使交渉で3％の賃上げが

実現するよう期待する――。2017年

の経済財政諮問会議における安倍晋

三首相の言葉である。この発言を受

け、3％どころか5％のベースアップ

（ベア）を発表したのが、「いきなり！

ステーキ」「ペッパーランチ」などの

レストランを展開するペッパーフー

ドサービスだ。この賃上げは、外食

産業のみならず、全産業を驚かせた。

賃上げは長く働いてほしい
というメッセージ

　5％の賃上げは、代表取締役社長

CEOの一瀬邦夫氏の一言で決まった。

「年2回、評価会議があり、そこで給

与や賞与の上げ幅を決定します。基

本的に一瀬による『◯％上げる』と

いう第一声で始まるのです」と、人

事本部採用企画部部長の藤澤裕之氏

は話す。

　政府の要請に応じて、という意味

もあるが、今回の5％のベアには、

「給与は上がっていく。だから安心

して長く働いてほしい、という社員

へのメッセージが込められている」

（藤澤氏）という。「『いきなり！ス

テーキ』だけとっても、2013年に第

1号店をオープンし、5年間で300店

舗まで拡大しました。この調子で海

外も含めた今後の成長を計画すると

き、ボトルネックになるのは“人”な

のです」（藤澤氏）。資金は金融機関

や市場から調達できる。物件の目処

も立てられる。しかし、人はそう簡

単に調達できないし、育てるには時

間がかかる。「だからこそ、長くい

る人を大切にする意図で、確定拠出

年金を導入したり、ストックオプ

ション制度を入れたりと、社員の長

期的な資産形成をバックアップして

いるのです」（藤澤氏）

　同社の給与は、基本給と固定時間

外手当によって構成されている。基

本給は評価会議で、ベアと、業績評

価や昇格に伴う昇給分を決めること

で確定する。2018年度はベア5％に

ベア5％、評価や昇格による昇給も含めて
平均6.4％の賃上げを実現

藤澤裕之氏
人事本部　採用企画部　部長

どう上げる？ どう分配する？
“いい賃金”のケーススタディ

ペッパーフードサービス

1 CASE ..........
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加え、評価による昇給や昇格に伴う

昇給分、平均1.4％が上乗せされ、

6.4％の賃上げを実現した。

　今回の5％ベアは「異例」（藤澤氏）

だというが、基本的に給与を上げて

いこうという意識の強い会社である。

藤澤氏が同社に入社して14年経つ

が、「昇格しなくても、毎年それな

りの金額が上がっていく実感はあ

る」（藤澤氏）という。「賞与で報い

る会社もありますが、賞与はフレキ

シビリティが高く、次は減る可能性

があります。それよりも、下がりに

くい基本給が毎年上がることで、一

時点ではなく経年で豊かになってい

くと信じられます。それが、働く側

にとっては大きな安心感となってい

ます」（藤澤氏）

「人に賃金をたくさん
払えるのが楽しい」

　一瀬氏は社員によく「人に賃金を

払える立場になって、たくさん払え

るのが楽しい」と言うそうだ。一瀬

氏の外食産業における出発点は、個

人経営のレストランだった。「その

とき、人が採用できず本当に苦しん

だといいます。人が自分のもとで働

き、そこで頑張ってくれる人に報い

ることが一瀬にとっては喜びなので

す」（藤澤氏）

　こうした一瀬氏の思いは、確実に

社員に伝わっている。2009年、「ペッ

パーランチ」で食中毒事件があり、

大きく業績が傾いた時期がある。

「2013年の『いきなり！ステーキ』

の開業までは比較的苦しい時期が続

きました。しかし、その間に辞めた

のは正社員ではたった5人でした。

今では人数が当時の100人から800

人まで増えたため、辞める人も少し

増えましたが、それでもうちの会社

で5年働いた人は辞めないという実

感があります」（藤澤氏）

セオリーや横並びを
気にしても意味がない

　一瀬氏は、「ほかがやっていない

ことをするのを好むし、そのための

アイデアを考える努力を惜しまな

い」（藤澤氏）という。

「いきなり！ステーキ」は、そもそ

も立ち食いのステーキ、というのが

異色だった。立ち食いであっても客

単価が2000円と比較的高めである。

ただし単価が高くても、リピーター

率は高い。「ステーキのレベルの高

さによるコストパフォーマンスのよ

さが価値を生んでいるのは言うまで

もない」（藤澤氏）が、食べた肉の

グラム数で特典が得られるマイレー

ジシステムという独自の方法がリ

ピーター率に寄与している。

「賃上げに関しても、いわば一瀬流

なのだと思います」（藤澤氏）。人事

から見れば、経営環境がいつ変わる

かわからないのだから、セオリー通

りに賞与で利益を還元するのがいい

のではないか、と思うこともあった

という。「しかし、実際には、他社

がやらないような上げ幅で基本給を

上げ続けても、会社はきちんと回っ

ているし、どんどん大きくなってい

ます。一瀬の経営を間近で見て、セ

オリーや横並びを気にしても意味が

ないということを実感しています」

（藤澤氏）

　同社が目指すのは、外食産業で待

遇を最もよくし、日本一働きたい外

食企業になることである。2019年度

から、外食産業では異例の、初任給

に差をつける仕組みを試みる予定だ。

「能力のある人に新卒であっても報

いたいという思いと、やはり、他社

と同じはつまらない、先駆けて新し

いことをやりたいという思いの表れ

なのです」（藤澤氏）
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　計測機器や加工装置などレーザー

機器の輸入販売を行う日本レーザー

の代表取締役会長、近藤宣之氏は、

2007年まで日本レーザーの親会社

だった日本電子の出身である。「日

本電子時代、労働組合や米国法人で

大規模なリストラに直面しました。

そのとき心に深く刻んだことは、リ

ストラは絶対にやってはいけないと

いうことです。ですから、当社は“雇

用保証”を貫いています」と、近藤

氏は話す。

　60歳の時点で働く意欲がある人は

全員、65歳まで再雇用で働き続けら

れる。65歳以降も再々雇用でフルタ

イムで働くことができる。その後も

パートタイムで働いている人もいる。

さらに、病気で働けなくなった人に

も、給与を払い続ける。「会社の目

的は利益ではありません。目的は、

社員が安心して仕事に取り組み、生

涯をかけて仕事で成長する場をつく

ることなのです」（近藤氏）

　雇用保証と聞くと、フリーライ

ダーは出ないのかという疑問が湧い

てくる。「フリーライダーなどいませ

ん。雇用保証をするからには、賃金

における年功的要素はすべて排除す

る必要があります。ですから当社は

完全実力主義。年齢に応じて給与が

上がることもなければ、国籍や性別

などで給与に差がつくこともないの

です」（近藤氏）

基礎能力と実務能力で
実力を測る

「給与制度は非常にシンプルです」

と、近藤氏は説明する。９段階の資

格等級によって、月額固定給が決ま

る。資格等級が上がるごとに役割手

当がつく。部長までは降格もない。

家族手当や住宅手当など生活給手当

を一切廃し、代わりに基礎能力手当

を能力に応じて付加する。役割手当

や基礎能力手当が“実力”によって

変動する。基礎能力手当や役割手当

が減ることがあるため、給与ダウン

もあり得るという。

　では、実力とは何か。そしてどう

測るのか。「基礎能力と実務能力に

よる“能力評価”、目に見える成果と

目に見えない貢献を測る“実績評価”。

クレドの体現度で測る“理念評価” 。

当社では、この３つの軸で実力を

測っています」（近藤氏）

　 基 礎 能 力 の1つ は、 意 外 に も

TOEICのスコアだ。「海外とのやり

取りが多く、製品資料もほとんど英

語という当社では、英語力が不可欠

です。英語能力を測るツールとして

は、TOEICはほぼ“読む”と“書く”

しか測れないし、物足りないもので

はありますが、正社員全員に毎年

TOEICを受けさせているとほかの能

力の判定にもこのテストが使えるこ

とがわかったのです」（近藤氏）。2

時間で200問を解くテストでは集中

力も必要だし、試験に向けて勉強を

積み重ねるにはタイムマネジメント

力、高得点のための肝は何かを理解
近藤宣之氏
代表取締役会長

完全雇用保証のもと
徹底した実力主義で意欲を引き出す

日本レーザー

2 CASE ........
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する情報処理能力などが必要だ。「つ

まり、仕事に必要な能力を凝縮して

測定できるのです。当社では、500

点以上でなければ、正社員にはなれ

ません」（近藤氏）。TOEICのスコア

に加え、ITの活用能力、対人対応力

をもって基礎能力としている。これら

の評価は基礎能力手当に反映される。

　実務能力は、営業職なら多様な商

品を提案できるか、技術職なら高い

レベルのテクノロジーを理解でき、

サービスを提供できるかなど、職種

と資格等級ごとに評価基準が明らか

になっている。これにクレドの体現

度の評価を加えて半年に1度、総合

評価を行い、評価後の面談によって

本人の成長への課題を確認し、納得

を得ている。

　実力主義や成果主義によって起こ

り得る“間に落ちたボールを誰も拾

わなくなる”という悩みは、同社で

は無縁だ。それは、「インセンティブ

制度のなかに、仲間意識を引き出す

仕組みを埋め込んでいる」（近藤氏）

からだ。心意気に任せるのではなく、

自然と協業に向かって行動するイン

センティブ制度を持っているのであ

る。「たとえば営業職の場合、成約

した取引の粗利の3％をインセン

ティブとして与えています。1億円

粗利がある商談をまとめれば、個人

が受け取るインセンティブは300万

円です。ただし、たいていの取引で

は、技術や事務などほかの社員も支

援しています。その場合、一定の割

合でインセンティブ金額を彼らにも

分配するルールがあるのです」（近

藤氏）。技術職の社員が製品のデモ

ンストレーションを支援した場合、

成約時インセンティブ額の3分の1

は技術職に分配される。「かかわっ

た人が大勢いる場合などは、当事者

同士で分配を決めることもあります。

自分たちで決めるのですから納得感

は自然と高まります」（近藤氏）

社員全員が持つ
“オーナーシップ”

 「たとえ頑張らない社員がいても解

雇することはない」（近藤氏）が、

同社のなかで意欲的に働かない社員

を見かけることはない。ここまで述

べてきたように、何をすればこの会

社での評価に結びつくのかが明快に

なっており、他者のために力を尽く

せばそれも報われるとわかっている

からだ。加えて、社員全員が“オー

ナーシップを持っている”のにもそ

の要因がある。

　近藤氏は、徹底した権限委譲に

よって、仕事へのオーナーシップを

意識的に育んでいる。「私は社員が

やりたいということに対して、決し

てNOは言いません。自律的にやり

たいことをやってもらうことで本人

が最も成長し、結果、会社の成長に

もつながるのです」（近藤氏）

　そして、日本レーザーの社員は実

際に全員が同社のオーナー、つまり

株主でもある。2007年に日本電子か

ら独立したとき、社員全員が株を購

入したのだ。

「売上や利益、個人の成績などをす

べてオープンにしています。自分の

頑張りが会社の売上や利益に直接結

びつくことは皆わかっていますし、

健全な危機意識も常に持っている。

ですから、どんなに厳しいときでも

社員が火事場の馬鹿力を出して助け

てくれる、自律的に動ける組織なの

です」（近藤氏）

日本レーザーの実力評価

出典：取材をもとに編集部作成

総合評価

実務能力

TOEICのスコア

PC・IT能力

対人・態度能力

職種別の評価基準

クレドの体現度

目に見える成果

目に見えない貢献

理念評価

基礎能力

能力評価

実績評価
インセンティブ
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　不動産業界向けITシステム開発を

行うダイヤモンドメディアは、近年

注目を浴びるホラクラシー型組織と

して話題の企業である。ホラクラ

シー型組織とは、中央集権型・階層

型のヒエラルキー型組織と相対する、

分散型・非階層型の組織だ。「ホラ

クラシーを目指してきたわけではあ

りませんが、社員全員が自走する組

織を目指した結果、全員が最適なと

きに最適なところで意思決定するこ

の形態にたどりついたのです」と、

同社代表取締役の武井浩三氏は話す。

実は、武井氏の名刺にも「代表取締

役」の文字はない。「会社法上必要

なため、代表取締役を置いています

が、私が権力を持っているわけでは

ありません。当社では、社員が何も

かも話し合って決めます。社長も投

票をもとに話し合って決めるので

す」（武井氏）

　武井氏は、「組織構造とは、情報

の流れを形にしたもの」だと説明す

る。「ヒエラルキー型の組織構造は、

上で決めて、下に情報を流すための

ものです。上と下の間には当然、情

報格差があります。当社の場合は、

全員に対して情報をすべてオープン。

誰でも意思決定できるようにしてい

ます」（武井氏）

　給与も例外ではない。業務委託を

含むメンバー全員の給与をオープン

にし、その給与もチームによる話し

合いで決める。

実力だけを見るため
ノイズをあらかじめ排除

　同社の正社員の給与は、５つの要

素で構成されている（右ページ図）。

いわゆる生活給としての“ベーシッ

クインカム”が全員一律18万円。そ

こに勤続年数手当、年齢手当、子ど

も手当などの手当と、実力給が加算

される。生活給やさまざまな手当な

どは、旧来の日本企業にもあった温

情的な制度に見える。「評価が低く

ても暮らしていける給与設定という

意味ではそうかもしれません。ただ

し、勤続年数や年齢による手当を付

加しているのは、温情ではありませ

ん。社歴や年齢は『あの人は何年も

働いているから』といったノイズ、

その人の実力とは関係のない私情に

なります。そのノイズを排除し、実

力給の部分をあくまで実力だけの評

価にするために設定しています」と、

武井氏はその意図を説明する。

実力給は全員が決定に
関与し、納得感を醸成

　実力を評価し、実力給を決めるた

めの会議を半年に１回開く。「かつ

ては社員全員で一人ひとりについて

議論しましたが、人数の増えた現在

は、事業部別、職種別に会議を設定

し、その会議でフィードバックし合

い、給与を決定しています」（武井氏）

　事業部はサービス別に5つとコー

ポレートを担う部門で、職種はエン

ジニア、カスタマーサポート、管理

部門などに分かれる。全員が事業部
武井浩三氏
代表取締役

全員の給与をオープンにし、
社員自身が給与決定プロセスに参加する

ダイヤモンドメディア
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別の会議に1回、職種別の会議に1

回と、最低2回参加し、そのグルー

プの人全員について、会社に与えて

いるインパクトはどうか、どのよう

な貢献をしているかを話し合う。

「それぞれ異なるメンバーの会議に

出ることで、『◯◯さんはあっちの

評価はこうだった』『あっちの会議

の平均の水準はこれくらいだった』

といった話が出て、俗にいう“評価

の甘い・辛い”はなくなっていきま

す」（武井氏）

 「そもそも給与というものを、整合

性をもって決めるのはあきらめてい

る」と、武井氏は明かす。「国ごと

や都市・地域間の物価差などを無視

して標準化したテーブルを持つのは

難しいですし、差をつけたときの合

理的な説明もできない。全員が給与

に納得感を持つためには、全員が決

定プロセスに参加して決めることが

重要なのです」（武井氏）

　全員が参加して決めれば、なぜ納

得できるのか。「日々、一緒に仕事

をしている仲間が自由に意見を言い

合って最終的に決まるからです。『話

しやすく、仕事がしやすい』『ここ

をこうしてくれるともっと価値が発

揮できる』など、日々の実感がダイ

レクトにフィードバックされます」

（武井氏）

　あえて評価期間を設定しないのも、

同社の特徴だ。「期間を限定してし

まうと、その期間にいくら稼いだ、

どれだけの仕事をした、というよう

な数字ばかりに注目しがちです。人

の価値とは、決してそれだけではあ

りません。長期的なアライアンスを

組む、社内のコミュニケーションを

円滑化するといった、その人が会社

にもたらすインパクトや価値の現在

値を測りたいと考えています」（武

井氏）

査定コストが低く
“コスパがいい”仕組み

　一般的に企業ではマネジャーが査

定にかけるコストは大きい。「その割

には多くの社員の納得感が得られず、

コストパフォーマンスが低いことが

課題です。当社では、半期に社員そ

れぞれが2回出る会議で“納得感の

高い”フィードバックと給与額の決

定が行われるため、非常に“コスパ

がいい”仕組みなのです」（武井氏）

　会議では参加者全員がお互いに、

ふだん感じていることを言い合い、

実力給の決定に対してシビアな目で

臨む。「ただし、実力給は下げない

ことが前提です。給与が下がり、精

神的に豊かさを失うと、いい仕事が

できなくなる。人間という生きもの

の性質を考えた結果、降給はしない

ことに決めました」（武井氏）

　同社では、給与額だけでなく、誰

がどのように経費を使ったのかも公

開している。狙いは、徹底した不平

等感の排除だ。「“資産に対するアク

セス権”を持っているか、つまり、

経費を使えるかどうかも豊かさの実

感につながります。一般の会社のよ

うに部長や課長など役職が上がるご

とに、稟議を通さずに使える額が大

きくなっていくのは、言ってしまえ

ば給与が増えるようなものです。こ

れをオープンにして、無駄遣いを防

ぎつつ、全員が資産に同等にアクセ

スできるようにし、それらが価値のあ

ることに使われているかどうかも全員

がチェックしています」（武井氏）

ダイヤモンドメディアの給与制度

出典：取材をもとに編集部作成

実力給 年2回、事業部別、職種別の会議に社員と業務委
託全員が参加。個々の実力給を決定

その他手当 子どもの数に応じた子ども手当、住居交通費手当
3万円、通信手当2000円などを支給

年齢手当 年齢に応じて支給

勤続年数手当 勤続年数に応じて支給

ベーシック
インカム

全員一律18万円を支給
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　求人メディアなど人材サービスの

領域で、前出のダイヤモンドメディ

アと同様にホラクラシー型の経営を

する企業がある。アトラエである。

「会社法上、代表取締役や役員はい

ますが、それはあくまで役割。ヒエ

ラルキーではありません。事業ごと

のリーダーは“皆が適任だと思える

人”を代表取締役が任命する仕組み

です。それ以外は役職も上下関係も

ありません」と、同社で人事を担当

する林亜衣子氏は説明する。

　そんな同社にあって、１年半前に

評価と給与制度を変更するプロジェ

クトがスタートした。「このときもク

ライアントサポートを担う社員が自

ら立候補し、そこにエンジニア1人

と人事を担う私が加わり、ワーキン

ググループとして活動を始めたので

す」（林氏）

　制度変更の主な理由は、規模の拡

大である。現在、社員は約50人だ。

「かつては代表取締役の新居佳英と

取締役など数名が中心になって全員

の給与を決めていましたが、それに

も限界が来るだろうと想定しました。

今後、規模がもっと拡大しても対応

できる制度の構築が求められまし

た」（林氏）

一緒に仕事をした人
理解している人が評価

　給与は、基本給、見なし残業代、

さまざまな手当によって構成される。

このうち、基本給を評価で決める。

ここまでは、変更前も同じである。

「大きく変えたのは基本給を決める

評価の仕組みです」（林氏）

　かねてから新居氏がやりたいと考

えていた、特定の人に利権が集中し

ない360度評価を前提にしつつ、社

員へのヒアリングを経て議論を重ね

た。そして最終的にたどりついたの

は、“評価者を評価される側が選ぶ

仕組み”だ。

「もともと働く時間も働く場所も自

由で、本人がやりたいと思うことを

仕事にしていく会社です。それは、

自由と裁量によって、独創的な発想

が生まれると考えるから。それぞれ

担当業務は持っていますが、そこに

とどまらずやりたいことをどんどん

実行していくため、プロジェクトを

またがって仕事をする人も多く、一

緒に仕事をする人も常に変わります。

自分の仕事ぶりをよく知ってくれて

いる人、評価をしてほしい人もその

ときどきで異なるため、自分で評価

する人を選べる仕組みにしたので

す」（林氏）

　具体的な仕組みはこうだ。期の最

後に、本人が、その期にともに仕事

をした人を中心に評価してほしい人

を5人選ぶ。評価基準は“貢献度”。

業務遂行貢献と、チームビルディン

グへの貢献の2軸で、A ～ Dの評価

をつける。それをスコア換算して一

覧にし、代表取締役を含む数名の

チームで最終的な調整をしてそれぞ

れの給与が決まる（右ページ図）。

「期の最後に評価者を決めるため、
林亜衣子氏
人事・労務

評価者5人を被評価者が選ぶ
透明性を重視し、納得感を高める

アトラエ

4 CASE ........
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一般的にありがちな“上司（評価者）

の顔色を見て仕事をする”という行

動はありません」（林氏）

評価は成長機会
誰を選ぶかは自己責任

　だが、自分を評価してくれる、い

わば“身内”だけを選ぶといったこと

は起こらないのか。「実際にその期

に一緒に仕事をしていたかどうかは

ワーキンググループが確認していま

す。ただし、誰を評価者に選ぶかに

ついても“最終的には自己責任”と

メッセージしています。評価はスコ

アをつけるだけではなく、フリーコ

メントももらいます。仲のいい人に

ばかり評価を依頼していれば、有効

なフィードバックの機会を失い、自

らの成長スピードに影響するので

す」（林氏）

　貢献度を測る際に、チームビル

ディングへの貢献を指標としている

のも、プロジェクトが次々と組成さ

れていく同社ならではの工夫だ。「常

にチームで成果を出すことが求めら

れます。サッカーのチームでいえば、

スターティングメンバーとしてピッ

チに立つ人はもちろん大事です。同

時に、控えのメンバーや、ベンチを

掃除するなどサポートする人も実は

欠かせません。それぞれがチームの

成果を最大化するために貢献してい

るのか、また、その仕事は他者で代

替がきくのかどうかという視点で、

評価をしてもらっています」（林氏）

納得感＝透明性 
情報公開が納得感の基盤

　同社の給与水準は、「並み居るIT

企業のなかでは決して高くはない」

（林氏）という。当然、金額につい

ては少ないと感じる人もいるはずだ

が、大きな不満は今のところ出てき

ていない。「それは、納得感を大事

にしているため」だと林氏は話す。

「自分で評価者を選べる、という点

も納得感を高めることにつながって

います。同時に、私たちは“納得感

＝透明性”だと考えています。全員

が株主ということもあり、売上、利

益、販管費や事業への投資額などを

全員に情報公開しています」（林氏）

　給与への分配比率を高めていこう

と思えば、「どれだけ売上や生産性

を上げなければならないのか、その

ために自分たちが何をすべきかをそ

れぞれ考えるようになる」（林氏）

という。自ら仕事をつくり、売上や

生産性の向上に貢献しようとする人

材を育てるのと同時に、その時点で

自分の給与は売上に対して適正かを

顧みることにもつながる仕組みだ。

　その分、「人材の採用には非常に

力を入れている」（林氏）という。「能

力、スキルだけでなく、当社が大事

にするビジョンやバリューへの共感、

同時に『こういうことを成し遂げた

い』『何かをつくり出したい』という

内発的動機があるかどうかを重視し

ます」（林氏）

　同社において自身の給与を上げる

ためには社内における貢献度を高め

るか、会社を成長させることで給与

原資全体を増やしていく以外に方法

はない。「当事者意識やオーナーシッ

プをもって会社を伸ばしていこうと

思ってくれる人に入ってきてほし

い」（林氏）という。

　今後の課題もある。「たとえば、

評価者として名前が挙がる人が集中

するといったケース。基本思想を変

えないまま、その都度、運用方法を

修正していく必要はあるでしょう」

（林氏）

アトラエの給与決定プロセス

出典：取材をもとに編集部作成

代表取締役、それぞれの業務の
リーダー、本人の3人でフィード
バックの場が設けられる。1人40
分程度。

フィードバック
面談

評価者による評価。業務遂行に
対する貢献度、チームビルディング
に対する貢献度を見る。スコアを
数値化し、給与を決定。最終的
に全員の金額を並べ、代表取締
役を含む数名のチームで調整する。

評価

評価される側が、評価者を5人
選ぶ。基本的にはその時期に仕
事でかかわりの深かった人、自分
の仕事ぶりを理解している人に依
頼する。

評価者を
選ぶ

売上のうち、給与と福利厚生、社
内投資にどのような割合で分配す
るかを決定。数字は公開される。

分配率の
決定
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　内部公平性を重視する日本のカル

チャーのなかにあっても、IT企業を

中心に、新卒時から明確に賃金差を

つける企業が出てきた。どのような

背景で始めたのか、どのような制度

なのか、不公平にならないのかなど、

気になる点を、フリマアプリのサー

ビスを展開するメルカリ、SNSなど

インターネット関連事業のLINEの2

社に質問した。

　まずは具体的な制度を聞いた。

　メルカリでは2016年からソフトウ

エアエンジニアを中心とする新卒採

用を本格的にスタートした。「採用

しているのは、新卒であっても高度

なスキルや開発経験を持つ人材です

から、その人の市場価値に見合う金

額を個別に提示します。基準となる

賃金や幅は一切設けていません」と、

同 社 のPeople Partners 、 マ ネ ー

ジャーの石黒卓弥氏は話す。2018年

には4月に25名、10月に50名の新

入社員が入社した。

　LINEの制度は少し異なる。LINE

では2014年までは総合職も技術職

も一律の初任給だった。「2015年卒

から技術職のベース年俸を引き上げ

たうえで、入社時の能力評価によっ

てその金額をさらに引き上げること

ができる制度に変更しました。2019

年卒からはベースをさらに上げ、上

個人のスキルにフォーカスし
新卒の初任給から明確な差をつける

メルカリ、LINE

5 CASE ........

どのような制度か
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限も大幅にアップしました」と、同

社Employee Success室、内田佳奈子

氏は説明する。同社は、2018年卒で

約70人の新卒を採用している。

導入の背景とは

　新卒時からこのように大きく差を

つける背景は何か。両社とも、「外

部環境の変化」をその理由として挙

げる。「米国ではもともとソフトウエ

アエンジニアの賃金水準が高い。中

国、インドなど新興国では年間10％

近くアップする現状があると聞いて

います。日本でも一部ではあります

が賃金水準は上がってきています」

（石黒氏）。競合は国内の同業だけで

はなく、グローバルに広がっている

のだ。

　LINEのEmployee Success室副室

長、青田努氏は、「昨今の環境下で

は社員が年俸アップを提示され、他

社に転職するという懸念は十分にあ

ります。人材の獲得とリテンション

にあたって競争力を保ち続けるには、

全体水準を上げるのと同時に、活躍

している人に対してはより高い金額

を提示できなければなりません」と

説明する。

　また、「特にエンジニアの場合、

新卒時から能力やスキルが多様」（石

黒氏）であることも、一律の初任給

がフィットしない要因だ。「大学で

学びコンピュータサイエンスの基礎

のある人、独学でスキルを習得し、

インターンでの開発経験を豊富に持

つ人などさまざまです。基本的に、

ソフト開発、セキュリティ、研究開

発など、ポジション別に採用してい

ます。個人が持つ経験も、その人が

配属される職種の市場価格も違うの

に、全員同じというのは合理的では

ありません」（石黒氏）

選考プロセスと

金額決定は

どうなっているのか

　選考プロセスは、「カルチャー

フィットも大切」（石黒氏）としなが

らも、同時にその人の技術レベルを

測ることを重視する。「そのプロセ

スで、本人に提示する金額も決めて

いきます」（石黒氏）

　メルカリの場合、通常は、まず書

類選考でアウトプット力、インター

ン経験、研究発表歴を見る。その後、

テクニカルテスト、一次・二次面接

を経て内定となる。「二次面接では

現場のマネジャーが、能力・スキル

を見極めてオファー金額を役員にリ

コメンドし、役員承認を経て内定、

導入の背景とは

選考プロセスと
金額決定は
どうなっているのか

石黒卓弥氏
メルカリ　People Partners
マネージャー

青田 努氏
LINE　Employee Success室
副室長

内田佳奈子氏
LINE　Employee Success室
採用１チーム
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オファー面談となります。このとき

に一度、初任給の金額が決定します」

（石黒氏）

　多くは大学3年生、修士1年の終

わりに内定になる。非常に優秀であ

れば、学部1年生、2年生のうちに

内定になる場合もある。内定から入

社まで、一定の期間があるため、内

定者はインターンや卒業研究、学会

での発表など、さまざまな経験を積

むことが多い。

　そこで、その経験やそこで得たス

キルを入社直前に実施する面談で話

してもらい、その評価を踏まえて初

任給の金額を再提示するという。「金

額が上がる人も変わらない人もいま

すが、その時点で高い人と低い人で

は数百万円差がつくこともありま

す」（石黒氏）

　こうした方法を取るのは、内定期

間をムダにせず、成長してほしいか

らだという。「成長した分はきちんと

評価しないとフェアではないと考え

ています」（石黒氏）

　内定から入社までの間の成長を見

て、初任給を再提示する仕組みは

LINEも同様だ。「この再提示の仕組

みは、内定後も学生にモチベーショ

ンを高く持ってもらい、入社までに

さらなるスキルアップを目指してほ

しいというメッセージでもあります」

（内田氏）

　もちろん、採用プロセスでの負荷

は大きい。

「2018年の採用活動でいえば、入社

前に1on1ミーティングを内定者の人

数分、2度ずつしたことになります。

それでも、メルカリでは経営陣が

“人が大事”と明言し、本当に毎晩の

ように採用したい人にメルカリの魅

力を知ってもらうための会食に顔を

出すなど、採用活動に強くコミット

しています。だから、自然と私たち

もやらなくては、という気持ちにな

るのです」（石黒氏）

社員はこの制度を

どうとらえているか

　日本には、お金に関してあれこれ

いうのを美徳としない文化がある。

しかし、「最近は給与額の多寡に関

心を持つ学生も多い」と、石黒氏は

指摘する。「給与を、“自分への評価

の指標”だととらえているからだと

思います」（石黒氏）

　学生の給与額に対する関心の高さ

を示すエピソードがある。

　メルカリでは、内定者インターン

の給与制度を大きく変更した。「も

ともとは時給を1500 ～ 2000円に設

定していました。ところが、内定者

から、『入社後の年収は今の能力に

基づいて決定している。それを時給

換算したものと比較して、インター

ンの時給も考えてほしい』という声

がありました。確かにフェアではあ

りません。そこで、それぞれの内定

者の年収を時給換算した時給を支払

うことに変更しました。現在ではイ

ンターンの時給も、一人ひとり異な

ります」（石黒氏）

　しかし、「決して金額の多寡だけ

が重要なのではありません」（石黒氏）

ともいう。彼らにとって重要なことは、

適切な評価によって適切な賃金を提

示され、それに納得できるかどうかで

ある。

　LINEの青田氏も、「自分の技術力

を示し、評価を受け、賃金を提示さ

れるというプロセスを踏んでいるた

め、納得感をより高めた状態で入社

します。差があること自体を問題視

する風潮はないと考えている」と、

説明する。むしろ、給与の差をポジ

ティブに受け止める人が多いという。

「初任給が非常に高い人は、技術的

にトップレベルということです。そ

ういう人と一緒に働いて成長したい

という思いは皆、抱いているように

感じます」（内田氏）

社員はこの制度を
どうとらえているか
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賃金は高騰していかないのか

「平均額は上がっています」と、青

田氏は言う。「新卒者の給与のベー

スをアップするのと同時に、既存の

社員の賃金も株式報酬などの施策と

も合わせ、段階的に上げています。

しかし、それも事業の成長に貢献す

るのであれば妥当な判断であると考

えています」（青田氏）

　LINEのようなプラットフォーム

ビジネスの場合、“天才”が1人入社

したら、収益や利益率が何百、何千

倍にもなりうる。また、「優秀なエン

ジニアの存在は優秀なエンジニアを

呼び込むことにつながる」（内田氏）

という。「本当の意味で人が資産で

す。ですから、賃金はコストという

側面を持ちながらも “投資”なので

す。人に投資して事業が成長するな

らば、投資すべきだと考えています。

一般的な労働分配率を目安とするの

ではなく、あくまでも自社の成長に

とって必要であるかという基準で考

えるべきです」（青田氏）

　一方、メルカリでは、「転職市場

の情報や面接などによって他社の給

与水準をベンチマークしつつも、マ

ネーゲームに付き合うことはない」

（石黒氏）という。「当然、出せる金

額は決まっています。もちろん獲得

競争に負けることもありますが、お

金だけにこだわって入社を決める人

材が果たして当社にフィットするか、

疑問を感じるのです」（石黒氏）

　能力に応じて給与が決まるとする

と、成果が出ない社員に対する給与

はどうなるのか。「給与改定は半年

に1回で、3カ月に1度は評価面談が

あります。360度評価やマネジャー

の評価をフィードバックする面談を

何度も重ね、改善のためのプランを

提示してもうまくいかない場合には、

降給ということも制度的にはあり得

ます」（石黒氏）。降給という選択肢

を持つからこそ、高いスキルを持つ

優秀な人材に対して、それに見合っ

た給与を提示できるのだ。

“公平であること”を

どのように担保しているか

　一般の大手企業のように年次別や

ポジション別に給与テーブルを決め

ていないことで、“公平ではない”と

いう声は出ないのか。「公平という

のは、評価の仕方や金額の決め方が

フェアであることだと考えています。

『なぜこの金額なのか』『どうやった

ら上がるのか』という社員の声に対

して、説明責任をきちんと果たし、

社員に納得してもらうことを大切に

しています」（石黒氏）

　メルカリでは、会社全体で金額に

齟齬がないように「キャリブレー

ション（調整）にかなり時間をかけ

ている」（石黒氏）という。同じ部

門のマネジャーが集まり、役員を加

えて会議を開く。「役員から、『ほか

の部署と比較して高すぎる』という

ような声が上がると、マネジャーは

その金額の合理性を説明しなければ

なりません。給与改定時には、役員

やマネジャーの予定がキャリブレー

ションで数日埋まるほどですが、社

員の納得感を得るためには必要な時

間だと考えています」（石黒氏）

　LINEでは、「何をもって公平とす

るか次第ですが、大事なのは年齢や

年次ではない」という。「あくまでも

“Pay for performance”の姿勢を大切

にしたいと考えています」（青田氏）

“公平であること”
をどのように
担保しているか

賃金は高騰して
いかないのか
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　賃上げはもはや、具体的に検討す

べき経営課題である。ただし、付け

焼き刃の賃上げは、コストは増加す

るにもかかわらず、効果を生み出さ

ない。私たちは、“いい賃金”とは何

かをあらためて考える必要がある。

　5つのケーススタディでは、手法

こそ異なるが、賃金の額やその決定

手法、支払い方によって従業員の意

欲やエンゲージメントを引き出すこ

とに注力している点が共通している。

従業員のモチベーションが上がって

今以上に熱心に働き、その結果とし

て企業業績や企業価値が高まること、

あるいは、そういう意欲のある人を

惹きつけることを目指している。こ

れこそが、“いい賃金”であり、換言

すれば、企業にとって業績アップと

いうリターンのある“支払いがいの

ある賃金”ということになる。

　逆に、従業員側から見た“いい賃

金”とは何か。各社とも、各人の能力

発揮や創出した成果に見合っている

こと、水準が上下したり、差がつく

場合にはその理由が納得できること

を重視して制度を設計している。個

人にとっての“いい賃金”とは、努力

が報われたと納得できる賃金なのだ。

　5つの事例をひもとくと、“いい賃

金”を実現するための具体的な方法

が見えてくる。それは、「給与額の

絶対水準を上げること」「適切な差

をつけること」それらによって「従

業員の納得感を引き出すこと」の3

つである。なぜこれらが求められる

のか、どのようにこれらの条件を充

足するのかを見ていきたい。

“いい賃金”の条件

1
絶対水準を
上げる

　1つ目は、給与額の絶対水準を上

げること。事例では、ペッパーフー

ドサービスがこれを実行している。

　日本企業の給与水準が低い現状は、

社会保障を支える税収減少の危機、

グローバルにおける人材獲得競争に

負ける危機、働く人々の満足感を下

げるリスクなど、さまざまな弊害を

もたらしている。また、「賃金が上

がらないことは、今後ダイレクトに

“いい賃金”とは
支払いがいのある
賃金だ

あらためて“いい賃金”とは何か。企業は何を大切にして仕組みをつくるべきか。
5つのケーススタディから導き出した“いい賃金”の3つの条件を紹介する。

あらためて“いい賃金”とは
何かを考える
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最低賃金と生産性の関係

出典：『新・生産性立国論』（デービッド・アトキンソン著、東洋経済新報社）より抜粋
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働く人々の生活水準の低下に影響を

与えることを考慮すべき」と齋藤氏

は強調する。「1990年代後半から、

不況の影響を受けて多くの企業がベ

アに消極的になりました。しかし、

デフレ下でも消費税や社会保障費は

上がり続けました。もちろん今後も

同様です。給与が横ばいであれば実

質的な賃下げとなり、生活レベルは

下がるのです」（齋藤氏）

絶対水準を上げれば、
生産性も上がる

　絶対水準を上げれば企業のコスト

負担は上がる。しかし、企業にも利

があるとアトキンソン氏は主張する。

「今、多くの企業で生産性向上を叫

んでいます。生産性と賃金の因果関

係は単純ではありませんが、最低賃

金が高い国は生産性も高いという相

関関係があるのは事実です」（アト

キンソン氏）。主要国の最低賃金額

と生産性をグラフ化した右の図を見

てほしい。「最低賃金の高いオース

トラリア、フランス、ドイツ、オラ

ンダ、英国、台湾などは、最低賃金

の低い韓国、日本、スペインなどに

比べると生産性が軒並み高くなって

いるのです」（アトキンソン氏）

　一般的には生産性を高め、従業員

に支払う給与の原資を増やして賃上

げ、という図式が正しい。「しかし、

生産性を高める手法は明確ではあり

ません。生産性と賃金の相関関係が

あるならば、賃金を上げるという歯

車をまず回してみたらいいのです。

かみ合っている歯車は、どれか1つ

が動けば全部が動き出すのですか

ら」（アトキンソン氏）

　アトキンソン氏は、2009年に知人

のあとを引き継ぐ形で小西美術工藝

社の代表取締役に就任している。「引

き継いだ当初は会社がボロボロで、

3年間はほとんど賃上げできません

でした。しかしその後の6年間は、

毎年数パーセント上げています。賃

上げは、確実に社員のモチベーショ

ンを大きく上げています。従業員の

表情が変わるのがわかる。そして、

利益は毎年きちんと増えています」

（アトキンソン氏）

「経済や経営は、いいスパイラルと

悪いスパイラルのどちらかしかな

い」（アトキンソン氏）というが、小

西美術工藝社やペッパーフードサー

ビスは、賃上げによっていいスパイ

ラルを描いている好例であろう。

能力に見合う高い賃金と
高いレベルの仕事を

　既に見たように、世界の主要国で

は日本よりも高い賃金で労働者が働

いている。「海外でそれが成り立つ

のに、日本で成り立たない理由があ

りません。世界経済フォーラムの

データによれば、日本の人材の質は

世界4位。なのにその人たちの賃金

は主要国よりも安く、そして、1人

当たりGDPは28位まで落ち込みま

す。その高い能力に見合った高い賃

金で、高い付加価値を生んでもらえ

ば生産性（1人当たりGDP）は必ず

上がります」（アトキンソン氏）

　そもそも賃金を抑制していると、

従業員に対して高いレベルの仕事を

要求しなくなる。「大卒の女性を、

機械化すれば済むような仕事に張り

つけたり、お茶汲みやコピー取りを

させたりするのがいい例です。『潜

在能力に見合った高い賃金を払って

いるのだから、もっと生産性の高い

仕事をしてもらいたい』と、期待を

表明し、同時に賃上げをするべきな

のです」（アトキンソン氏）
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“いい賃金”の条件

2
適切な差を
つける

　次に、適切な差をつけることであ

る。ここまで取材してきた企業の多

くは本人の能力や創出した成果に

よって生じる処遇の“差”をかなりの

程度、許容している。それは、たと

え新卒採用であっても、である。

　日本の新卒の就職市場には、学生

は“真っ白な人材”であり、何の経験

も知識も持たないという前提がある。

だからこそこれまで一律で、かなり

低い水準の初任給でやってきたし、

就職する側も“会社に育ててもらう”

という意識で入社するためそれに異

存はなかった。双方の合意形成はな

されていたのである。

　ところが、特にメルカリやLINE

のようなIT企業では、その前提が崩

れつつある。エンジニアの世界では、

若いエンジニアであっても大学でコ

ンピュータサイエンスを深く学んで

いたり、インターンや起業などを経

て既に一定のスキルや開発の経験を

獲得したりしている。本当の意味で

即戦力なのである。それをきちんと

評価し、“競争力のある賃金”を提示

することなしには、優秀な人材の獲

得が難しくなっている。既に述べた

ように世界的なIT人材の獲得競争の

激化によって、彼らへの提示給与額

は高騰し続けているからだ。

　これはIT企業、かつ新卒だけの問

題ではない。すべての産業でIT人材

の採用は急務であるし、17ページで

白井氏が指摘したように、グローバ

ル人材も獲得競争の対象である。そ

して需給の逼迫は新卒だけでなく、

中途採用市場でも起こっている。冒

頭の大手企業人事の座談会でも採り

たい人材はいてもその会社の賃金制

度には当てはめられず、採用を見送

ることもあるという課題が語られた。

　問題は、日本企業が大切にする内

部公平性である。表向きには、社内

の同年齢・同期入社の人は“同じ能

力”と見なすのが“公平”の意味する

ところだ。だが、本当は能力にも貢

献度にも大いなる個人差があること

に、誰もが気づき始めている。「み

んな同じがいい」という仕組みを変

えていく時期に来ている。

全員に「もっと上にいける
チャンスがある」

　もう1つ、多くの日本企業は、突

出した賃金が支払われない側、つま

り多数派への配慮を理由に、大きな

差のつかない賃金制度を支持する。

一方、これまで見てきた企業では、

突出した優秀な人のみならず、全従

業員にきちんと差をつけている。そ

の人の持てる力を発揮してもらい、

その頑張りに報いるというスタンス

は、すべての人に対して共通だ。そ

して、すべての人の（それがたとえ

相対的に低い賃金に位置する人で

あっても）モチベーションを下げな

いためにさまざまな工夫をしている。

　1つは、どのようにすればもっと

高い賃金が得られるかをわかるよう

にすることだ。SAPジャパンでは、

今自分がどれくらいの賃金レベルで、

どのくらい頑張れば次のグレードに

いけるのかを公開している。「もっ

と上にいけるチャンスが平等に開か

れている」ことをきちんとメッセー

ジすることが求められる。

　また、15ページで齋藤氏が指摘す

るように、“差”は従業員にとって“リ

スク”である。差をつけるならば、

リスクプレミアムとして絶対額を増

やす必要がある。

　そして、最も重要なことは従業員

の納得感を引き出すことだ。これに

ついては、次項に譲る。
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“いい賃金”の条件

3
従業員の
納得感を
引き出す

 “いい賃金”の最後の条件は、日本

レーザー、ダイヤモンドメディア、

アトラエが行うように従業員一人ひ

とりの納得感を引き出すことである。

　賃金水準を上げれば、満足度は一

定レベルで上がる。しかし、賃金が

上がっても不満を感じる人はいる。

その背景には、不十分な成果主義へ

の疑義や不満が人々のなかにくす

ぶっていることがある。

「世界のなかで、日本企業で働く

人々のエンゲージメント指数は低い

といわれています。多くの国では労

働市場が流動化しているため、不満

があれば転職しますが、日本人は不

満があっても我慢します。だからこ

そ、エンゲージメント指数が低く

なっているという面もあります。で

すが、エンゲージメント指数が低い

のは、仕事上の自由度が与えられて

おらず、個人の工夫があまり認めら

れていないのに加え、自分がきちん

と評価され、利益の分配を受けてい

ると思えないからではないでしょう

か」と、樋口氏は指摘する。

　今後、格差をより明確につけてい

くことを前提にすれば、給与が何に

基づきどのように分配されるのかを

きちんと説明し、なぜ自分はその給

与額なのかを納得してもらう必要が

出てくる。差をつける基準は、基本

的には個人が持つ能力やスキル、成

果や貢献度となる。問題は、それを

どのように測り、インセンティブと

なるようにどう給与の分配に反映す

るのかということだ。つまり、査定

とそのフィードバックこそが重要だ

ということになる。

　ここに関して、先に挙げた3社は、

それぞれ異なる工夫をしている。

情報をオープンにし
オーナーシップを持たせる

　日本レーザーでは、評価基準を定

め、それをどのように測り、どう給

与に反映するのかが非常に明確であ

る。また、チームで仕事をしたとき

の成果に対して報酬を分配する方法

や、その分配率も明快だ。自分が手

にした給与は自分の頑張りの結果で

あり、上がらないとすればそれは自

分の責任であると納得ができる。

　ダイヤモンドメディアは、給与決

定プロセスに従業員全員がかかわる、

そしてアトラエは評価者を評価され

る側が選ぶという方法で査定を行っ

ている。「自分自身が給与決定プロ

セスに関与する」ことによって納得

感を高めているのだ。

　共通点もある。3社とも、詳細な

売上や利益、経費や投資の使い道、

日本レーザーとダイヤモンドメディ

アにおいては全員の給与額まで、す

べての情報をオープンにしている。

これによって従業員は「あの人は自

分よりももっともらっているかもし

れない」という疑心暗鬼にとらわれ

ずに済むし、会社の売上や利益をつ

ぶさに見れば、自分の給与が適正な

金額であるかどうかの判断もつく。

　このように見てくるとわかるのは、

納得感を引き出すこととは、賃金と

いうものを単に“上”から与えられる

ものとして捉える視点から従業員を

脱却させ、オーナーシップを持って、

経営という全体視点に従業員を立た

せる仕組みを構築することにほかな

らないということだ。
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 “賃金”を特集したい。年功か成果

主義か、という2項対立の議論を繰

り返すのではなく、現代日本にそこ

はかとなく漂っている、“今の賃金

はなんだか面白くない”という空気

の正体は何か、どうすればそれを変

えられるのか、それを考えたい。

　ここからスタートした本特集、頭

を悩ませたのは、中心に置くべき問

いは何か、ということだった。議論

の末に導き出したのは “いい賃金”

とは何か、という問いである。支払

う側にとって、支払いがいがあると

思える賃金。もらう側に、満足感と

感謝と活力をもたらすような賃金。

これをどう実現するのか。これを明

らかにすることに照準を定めた。

労働サービスの価格以上
のものとしての賃金

だが、答えは簡単には見つからな

かった。経済学的に見れば、賃金は

労働サービスの価格でしかない。価

格に不満があれば、別の買い手を求

めて売り手（働く人）が、労働市場

を移動すればよい。そこに、支払い

がいやら感謝やら活力やらを乗せて

議論する必要はないのかもしれない。

実際、外資系企業の賃金制度を熟

知するSAPジャパンのアキレス氏の

話でも、ITエンジニアの採用とリテ

ンションに日々向き合うメルカリや

LINEの話でも、賃金の争点は外部

労働市場における“競争力”だった。

慶應義塾大学特任教授の樋口氏は

次のように指摘する。「日本では、

労働市場が流動化しておらず、適正

価格を求めて労働者を移動させると

いう機能を、賃金は持ち得なかった。

賃金はむしろ社内の状況に応じて決

められる」。マーサージャパンの白

井氏も外資系企業の賃金は市場との

見合いで決まるが、日本企業の賃金

は内部公平性で決まると喝破した。

この前提があるから、私たちは、

賃金に“労働サービスの価格”以上

のもの、つまり“公平性を保ちなが

らやる気を引きだす”役割を求める

のである。樋口氏は「かつては社員

の生活を保証することによってやる

気を引き出し、企業の成長につなげ

ようとしてきた。だが個別化が進展

した現在、やる気を引き出す要件は

変化している」とも指摘する。

企業の状況も変化している。そも

そも、企業は従業員全員の雇用を保

証しながら、右肩上がりに増える賃

金を支払い続けられるのかという疑

問もある。日本レーザーの近藤氏は

「雇用を完全に保証するからには、

賃金に年功的な要素を持たせられる

はずがない」という。この指摘は

もっともである。

問題は、こうした変化にどれくら

い真摯に向き合うか、である。「今

なお大多数の日本人は、賃金に差が

つくことを求めていない。雇用保証

と能力開発投資をしてもらっている

のだから、賃金水準が低いことにも

“いい賃金”によって
社員のオーナーシップを引き出せ

石原直子（本誌編集長）

まとめ
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納得している。企業はその大多数を

も大切にする必要がある」というの

では、こうした変化を軽く見過ぎて

いるように思える。“大多数の日本

人”という考え方すら、もはや通用

しないかもしれない時代なのだ。

多様な目線で
有形無形の貢献を明らかに

では、どのような賃金ならば従業

員のやる気を引き出せるのか。

ダイヤモンドメディアでは、生活

の保証としての“ベーシックインカ

ム”を全員に一律で18万円支給した

うえで、“実力給”を支払う。実力給

は“ともに働くすべての人々からの

評価”で決まる。給与決定プロセス

に全員が関与すること、一人ひとり

の有形無形の貢献を、多様な目線か

ら明らかにしていくこと。この方法

で、公平感と納得感を生むのだとい

う。ベーシックインカムで全員に安

心感を提供したうえで、やる気を引

き出す、絶妙な仕組みである。

いくつかの会社で、こうした新し

い賃金決定の仕組みが実際に機能し

ているのを見ると、気づくことがあ

る。それは、従業員が、会社の業績

や成長、そこで働く他者をも含めた

人々の能力発揮や成長、ひいては会

社と働く人の将来について、“自分

ごと”としてかかわっている、とい

うことである。そうしたありようが

ホラクラシーなのかどうか、ホラク

ラシー型組織の是非についてなどを

ここで議論するつもりはないが、

もっと単純にいって、そこにあるの

は、オーナーシップなのだと思う。

究極的な命題としての
オーナーシップ

　本誌でもたびたび、日本の働く

人々にオーナーシップが足りないと

いう論を展開してきた。オーナー

シップは、一義的には個人のキャリ

アや能力開発についての主体性や自

律性のことであるが、それだけでは

ない。自分が所属する会社とその経

営に対しても、オーナーシップは持

ち得る。賃金についていえば、自分

がどのような貢献をしているか、そ

れに見合うのはどんな水準の賃金な

のかを自覚し、自分の納得する両者

のバランスのために努力をすること

がオーナーシップのある態度だとい

える。だがそれにとどまらず、会社

の業績や財務状況、株主などほかの

ステークホルダーとの関係のなかで、

自分たち労働者に分配される原資に

思いを至らせること、それを増やす

にはそれぞれが自分の持ち場で何を

すべきかを考えること。こうした経

営的課題へのオーナーシップもまた、

従業員は持ち得るのだ。

従業員をただ「守ってやるべき者」

と見なすのではなく、彼らのオー

ナーシップを引き出すこと。“いい

賃金”にはこうした機能も求められ

ている。 
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